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生産性倍増に向けた取り組み状況
(2019年度)

2020年6月 東京電力ホールディングス株式会社
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間接活線工事用補助ロボット（アシストアーム）の開発
東京電力パワーグリッド株式会社01

1. 生産性倍増に向けた主な取り組み事例

間接活線工法では、工具が重く、また無理な体勢での作業となる等、作業員からカイゼンを求める声があったため
医療現場で活躍している手術支援ロボットに着目し、作業員の第３の腕となって作業をサポートする補助ロボット
（アシストアーム）を開発いたしました。

カイゼン
ポイント
と結果

カイゼン前 カイゼン後

 工具が重い  無理な体勢
 2人作業

体感重量
10㎏

安全に、ムリなく、ムダなく作業できる
環境の整備が課題

作業補助ロボット
アシストアーム

 工具重量の負担を軽減
 無理な体勢を回避
 1人作業化

第３の腕が作業
をサポート

作業をサポートする補助ロボット（アシストアーム）を開発

医療現場の手術支援
ロボットをヒントに開発
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架空地線 (GW:Ground Wire)撤去工事
02 東京電力パワーグリッド株式会社

1. 生産性倍増に向けた主な取り組み事例

カイゼン
ポイント
と結果

 GW撤去以外の付帯工事を“なくす”
 要員の少人化 ▲２名
 作業時間短縮 ▲249分

生産性39倍増（▲97％減）

【無停電工事】
高圧線路上部の作業となり，法令における高圧充電部との離
隔距離60cmを確保するため高圧本線を停止し，無停電工事
で対応

 主工事15分に対し，無停電工事に245分を要している
15分

【パラレル・リフト工法】
電柱両端の高所作業車でＧＷを吊り上げ，高圧線との離隔を
保ちつつ地上へ降ろす

パラレル︓平行，リフト︓吊り上げる

GW撤去範囲

02

カイゼン前 カイゼン後

33人分（要員３名・時間11分)

東京電力パワーグリッド株式会社
雷から配電線を保護するGWは高圧線上部にあり、従来工法では高圧線を停止し無停電工事で対応していました。
安全最優先と生産性向上を両立する新工法（パラレルリフト工法）を開発・採用いたしました。

高圧本線 停止
柱間切断柱間切断

無停電工事（バイパスケーブル）

引張
GW撤去範囲

× ×
切断 切断

引張
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刃外電

東京電力リニューアブルパワー株式会社03

水力発電所 停止期間短縮
1. 生産性倍増に向けた主な取り組み事例

生産性９倍増

旧ｽｸﾘｰﾝ
撤去 冬期施工中断 基礎加工 新ｽｸﾘｰﾝ設置

【カイゼン前】 昼夜連続停止︓347日

潜水作業サイクルの効率化

発電所 停止期間 8６%短縮

山手線内側の広

さの森林が年間に

吸収する量

カイゼン
ポイント
と結果

ダムから取水するスクリーン※の取替え工事において、これまでは水力発電所設備を長期間停止する必要がありました。
潜水作業サイクルを効率化する等により、設備停止期間を８６％短縮、設備稼働率を向上し水エネルギーを有効
活用いたしました。

最下部
桁据付
既設ｽｸﾘｰﾝ撤去
32日

既設
撤去

【カイゼン後】
基礎加工① 旧ｽｸﾘｰﾝ

撤去
基礎加
工②

新ｽｸﾘｰﾝ
設置

潜水作業サイクルの効率化

昼間停止︓39日 ＋ 昼夜連続停止︓47日

新工法※ 潜水作業サイクル効率化+新工法※ ※特許出願中により記載省略

※ダムから発電所へ流木等の流れ込みを防ぐ防護柵

６万t-CO2削減

発電

潜水作業47→30日[▲17日]

１日あたり多くの作業を実施できるようカイゼン
潜水士は水中カメラ・マイクを着用、台船上で遠隔監視が可能となり一人作業化
減圧用ガス(空気成分の割合変更)導入による減圧時間の短縮
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 2019年度のコスト削減実績は5,585億円であり、目標(4,717億円)を868億円超過達成しました。

2019年度のコスト削減実績と施策別内訳
２. 経営合理化の取り組み状況

59,895

(2,851)

54,310

コスト削減実績
5,585億円

実質的な競争調達環境の実現による取引価格の低減(▲490)
子会社・関連会社と協働したコスト削減への取組みによる取引価格の低減(▲510)

工事・補修の実施時期・規模見直し(▲1,097)
設備投資削減による減価償却費の減(▲160)
保全高度化による点検・補修周期の見直し(▲228)

(億円)

震災前水準 単価減 規模減・中止 実績

電気事業営業費用

0

(2,734)

0

60,000

58,000

56,000

54,00052,000

50,000



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 7

343

694

0

100

200

300

400

500

600

700

800

15%

55%

65%
67%

62%
60%

62%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

2010
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

競争調達比率拡大・主要子会社のコスト削減実績
 2019年度の競争調達比率は、料金査定時にお約束した60%以上とする目標を、2015年度以降、継続して達成しております。
 主要子会社のコスト削減額は、2019年度目標343億円に対し351億円超過達成しました。

2019年度

+351億円

２. 経営合理化の取り組み状況

目標 実績

(億円)
主要子会社のコスト削減実績競争調達比率実績競争調達比率実績
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要員効率化について
 「総特」における10年間の人員削減計画を前倒しで達成した以降も、継続して効率的な事業運営に取り組んでおります。

２. 経営合理化の取り組み状況

要員効率化実績要員効率化実績

年度末 年度期初 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末
（総特計画）

うち廃炉、賠償・復興推進
要員数(人)

年度末


